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１． 趣旨  
 
 

本年８月、東京電力（株）による自主点検作業記録不正事件が明らかとなり、地域

住民の安全・安心の一つの拠り所であった発電事業者に対する信頼が著しく損なわれ

たことはもとより、国の規制のあり方や立地自治体の発電所監視体制についても大き

な波紋を投げかける結果となった。  

この様な事態を受け、事業者はもとより国、自治体においても再発防止策が検討さ

れているところである。  

とりわけ、原子力発電の安全性については国が一元的に責任を持つべきものであり、

原子力に対する信頼の最後の拠り所は、事業活動を規制・指導する国への信頼に他な

らず、これを立て直すこと抜きには信頼の回復は有り得ないものであるにもかかわら

ず、先般発表された対策の中間発表では必ずしも十全とはいえず、関係自治体として、

原子力安全規制体制の更なる強化を要請していく必要がある。  

 

 そもそも、このような事案が生じた背景には、いくつかの要因が挙げられるが、特に

原子力の閉鎖性・不透明性が未然防止・早期発見の妨げになったことが強く指摘され

るところである。  

したがって、立地地域としては再発防止のために発電所の透明性確保に力点を置く

という観点から、国とは異なる視点で補完的に「監視」を行うことが必要であり、専

門家の助言を得ながら監視体制の強化を図るとともに、国、事業者に対し「情報の公

開」を強く求めていくことが必要であると考える。  
  
 


